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【当レポート発行者プロフィール】
横浜市会議員〔都筑区選出〕 望月高徳（もちづきこうとく）。
静岡県出身。1989年4月より横浜市在住。早稲田大学政治経
済学部政治学科卒。（株）野村総合研究所社員、学習塾経営、
専門学校講師などを経て、2011年4月より現職〔3期目〕。
2019年度担当委員会は、国際・経済・港湾
常任委員会〔委員長〕、新たな都市活力推
進特別委員会、市会運営委員会〔理事〕。
あわせて横浜市都市計画審議会委員、横
浜市港湾審議会委員。立憲・国民フォーラ
ム市会議員団所属。
政治を志した原点は、学生時代
の新聞奨学生体験。
政治信条は、公正・共生・寛容。

〒224-0003 都筑区中川中央 1‐24‐17‐201
（市営地下鉄センター北駅１番口よりノースポート側すぐ）

■ 望月こうとく政務活動事務所

カジノに頼らない横浜市政の推進を‼キリトリ
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カジノ誘致問題や台風第15号の被害対応など議論

　冒頭に記述の通り、市長は8月22日に、それまでの
“誘致白紙”を翻し本市へのカジノを含むIR誘致を突然
表明し、9月にはカジノ誘致推進関連費4億円（令和3年
度までの将来負担分を合計）を含む補正予算案（総額
約35億円）を提出しました。なぜこのタイミングでの表
明なのか。ひとつは、統一地方選や参議院選挙が済み、
しばらく選挙が行われないこと。もうひとつは、最初の選
定自治体（上限3か所）に選ばれるため、他自治体の動
向や国の動きと連動した中での表明と考えられます。　
　私は、これまでも当レポートなどでお伝えしてきた通り

横浜へのカジノ誘致に反対です。そもそもの街づくりの
進め方や都市経営のあり方として、カジノに頼った市政
運営は、本市の将来像を思い描いた時、相応しくないと
考えています。そして私の思いはさて置いても、市長が
言うような経済・財政効果は、中長期的には得られな
い、むしろ少子化の中で将来、足かせになると見込んで
います。カジノ事業に関わる一部の事業者は別にして、
市民全体では、メリットよりデメリットが上回ってしまう
と考えています。市民に損をさせ、負担を強いる結果とな
りうる事業を推進することはできませんので反対です。

　もちろん誘致予定地である山下ふ頭の再開発をどう
するかや人口減少社会の中で市政運営をどう進める
か（特に財政面の課題）は、別途しっかり具体的に考
え、長期的な視野を持って克服しなければいけないと
考えています。

　市長の誘致表明から今回の定例会までのカジノを含
むIR誘致の理由説明は、全く理に適ったものではありま
せん。例えば、誘致による経済・財政効果がそれです。
　市長は、カジノ施設誘致の理由として、少子・高齢化
の中で本市の財政事情が厳しいことを挙げ、誘致に
よって、本市は、820億円から1200億円の増収効果が
得られるとの試算を提示しています。これは、例えば
2018年度の法人市民税が、約540億円だったことに比
べれば巨額です。しかし議会の質疑において、その算出
根拠を求められても、具体的には明らかにしませんでし
た。仮に、その試算が正しいとした場合には、カジノ施
設来場者には、増収効果から逆算すると年間で約
5000億円から8000億円負けてもらうことになります。
皆さまの中には、お金持ちの外国人来訪客が負けるな
らいいとお考えになる方もいるかもしれません。しかし
日本（横浜市）でカジノ施設を設けた場合、70%～80%
は日本人客となる、それも近隣の客が多くなると見込
まれています。横浜市民や近隣自治体の住民の負けを
前提としたビジネスモデルがいいわけも、永続性を持
つわけもありません。付け加えて言えば、市長は財政事

情を誘致の大きな理由としていますが、ここ何年かの
一般会計は拡大し、毎年度の市債発行額や残高も、増
加しています。つまり切り詰めることをせずに、むやみに
事業をただ拡大し、お金が足りないと言っているのが
実態です。
　市長の誘致表明から補正予算成立までの議論は、も
しそのおよそを市民が傍聴されていたなら、「カジノは
経済効果がありそうだし、面白そうだから誘致してもい
いのでは。」とお考えの方でも、「このまま誘致という結
論ありきで進んで大丈夫なのか。」とお感じになられる
だろう程度のものでした。導入による正の効果の根拠
が不明。逆に負の側面の検討は全く深まっていないな
ど、問題点ばかりでした。当然、こんな見切り発車の状
態でカジノ誘致につながる9月補正予算を認めるわけ
に行きませんから、会派としても反対しました。
　このまま適切で十分な情報が市民に示されず、また
市民の声も聴くことなくカジノ誘致が進んでいくこと
は、将来世代を含む市民全体にとって全くプラスとなり
ません。今後、市政レポートやタウンミーティング、街頭
活動など、あらゆる機会を通じて、何が問題かを市民に
お伝えし、その力をお借りしながら、カジノに頼らない
横浜の都市経営を何としても実現しなければいけない
と強く思っています。

市長がカジノ誘致を表明。
カジノ誘致は横浜のためにならず！

　年４回開催される定例会の第３回目となる議会が9
月から10月にかけて開かれました。この定例会では、
条例議案や補正予算案の審査とともに、前年度分の決
算審査を行うことも大きな仕事です。決算審査は、局
（事業部門）ごとに行われます。今回の定例会のことと
して何といっても、ご報告しなければいけないのは市
長が、横浜市へのカジノを含むIR誘致を8月22日に突
如表明し、“カジノ事業推進関連費”を含む9月補正予算
案が上程され、私の所属する会派・立憲国民フォーラム

などは反対しましたが、自民・公明の賛成多数により可
決されたことです。また補正予算案は、9月に続き、10月
も上程されました。10月の補正予算案は、台風第15号
の被害への対応のため急きょ組まれ、最終日に質疑と
採決がなされました。本会議では、私が会派を代表し、
質疑に立ちました。
　以上のカジノ誘致や台風被害への対応のこと、あわ
せて望月が質疑を行った道路局の決算審査について、
今回はご報告します。
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　もちろん誘致予定地である山下ふ頭の再開発をどう
するかや人口減少社会の中で市政運営をどう進める
か（特に財政面の課題）は、別途しっかり具体的に考
え、長期的な視野を持って克服しなければいけないと
考えています。

　市長の誘致表明から今回の定例会までのカジノを含
むIR誘致の理由説明は、全く理に適ったものではありま
せん。例えば、誘致による経済・財政効果がそれです。
　市長は、カジノ施設誘致の理由として、少子・高齢化
の中で本市の財政事情が厳しいことを挙げ、誘致に
よって、本市は、820億円から1200億円の増収効果が
得られるとの試算を提示しています。これは、例えば
2018年度の法人市民税が、約540億円だったことに比
べれば巨額です。しかし議会の質疑において、その算出
根拠を求められても、具体的には明らかにしませんでし
た。仮に、その試算が正しいとした場合には、カジノ施
設来場者には、増収効果から逆算すると年間で約
5000億円から8000億円負けてもらうことになります。
皆さまの中には、お金持ちの外国人来訪客が負けるな
らいいとお考えになる方もいるかもしれません。しかし
日本（横浜市）でカジノ施設を設けた場合、70%～80%
は日本人客となる、それも近隣の客が多くなると見込
まれています。横浜市民や近隣自治体の住民の負けを
前提としたビジネスモデルがいいわけも、永続性を持
つわけもありません。付け加えて言えば、市長は財政事

情を誘致の大きな理由としていますが、ここ何年かの
一般会計は拡大し、毎年度の市債発行額や残高も、増
加しています。つまり切り詰めることをせずに、むやみに
事業をただ拡大し、お金が足りないと言っているのが
実態です。
　市長の誘致表明から補正予算成立までの議論は、も
しそのおよそを市民が傍聴されていたなら、「カジノは
経済効果がありそうだし、面白そうだから誘致してもい
いのでは。」とお考えの方でも、「このまま誘致という結
論ありきで進んで大丈夫なのか。」とお感じになられる
だろう程度のものでした。導入による正の効果の根拠
が不明。逆に負の側面の検討は全く深まっていないな
ど、問題点ばかりでした。当然、こんな見切り発車の状
態でカジノ誘致につながる9月補正予算を認めるわけ
に行きませんから、会派としても反対しました。
　このまま適切で十分な情報が市民に示されず、また
市民の声も聴くことなくカジノ誘致が進んでいくこと
は、将来世代を含む市民全体にとって全くプラスとなり
ません。今後、市政レポートやタウンミーティング、街頭
活動など、あらゆる機会を通じて、何が問題かを市民に
お伝えし、その力をお借りしながら、カジノに頼らない
横浜の都市経営を何としても実現しなければいけない
と強く思っています。

根拠を明示しない経済・財政効果
こんなことでいいわけがない。

▲金沢区福浦・幸浦地区の崩壊した護岸の代替として積まれた土嚢

▲10月16日本会議質疑より

▲10月7日道路局決算審査より

▲9月28日にカジノ誘致の問題点をお伝えするため、緊急の市政報告会を開催

1車道や歩道あるいは緑道の管理・保全の考え
〔計画〕を明確にし、将来にわたって、安全で快
適な交通を維持すること。
2必要な地域では、地域交通手段としてのバス便
の維持あるいは代替手段の確保を図ること。
3豪雨時の減災に向け、早淵川や大熊川などの鶴
見川水系の適切な管理を行うこと。

区政開始25周年を迎えた都筑区に関して、
以下の３点の達成も求めています。

詳しくは、是非、Topic2の本会議登壇の
模様と合わせて、横浜市会HPのインター
ネット中継〈録画〉をご覧ください。

　9月の台風第15号、10月の第19号の関東襲来は、皆
さまも記憶に新しいかと思います。本市では、特に第
15号の被害が大きく出ました。例えば、臨海部に位置
する金沢区の産業団地地帯では、福浦・幸浦地区の護
岸が崩壊したこともあり、500社近い事業所が何らか
の被災をしました。また市内全域にわたって農業被害
や倒木その他の被害も出ました。港湾物流の重要道路
である南本牧はま道路が、走錨※した貨物船の衝突に
より、通行不能になる損害も出ました。
　　※走錨（そうびょう）とは、錨（いかり）が効かなくなること。

　私が委員長を務める国際・経済・港湾委員会におい
ては、直ちに被害状況の報告を求めました。そして私は、
金沢臨海部や南本牧はま道路の現地視察も行い、被害
状況の確認を行いました。一方で、当局側も被害の大
きさを踏まえ、急きょ定例会最終日に台風被害支援・
復旧対応のための補正予算案（総額約53億7千万円）
を上程し、議会による審議・議決が行われ、全会一致で
可決されました。なお同日の本会議質疑では、会派を
代表し私が質問に立ちました。

　私が、議員として市長や行政に対して常に求めてい
ることに、少子高齢・人口減少社会を見据えた市政運営
を行うことがあります。道路行政も例外ではありません。
あわせて市民の暮らしと命を守ることが政治の第一の
使命ですので、昨今の大地震や風水害などの自然災害
を考慮した道路行政（河川行政※）の推進も必要です。
　以上の2つの視点から今回、特に課題点を指摘し改
善を促したことは、①交通困難地域における地域交通
の確保、②橋梁や歩道橋の大地震対策、③人口減少社
会であっても管理不全とならないための道路行政の
推進、④豪雨時にリスクとならないための河川管理の
あり方です。以上に加え、⑤6月に事故を起こした金沢
シーサイドラインの問題も取り上げました。
　　※本市では、河川行政は、道路局の所管となります。

※2019年8月時点の見込みです今後のスケジュール
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道路局決算審査。少子高齢・人口
減少社会での道路行政を問う！

台風第15号による
被害への支援を求める！
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